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本文中の「首都圏」「東京圏」等は、特にことわりのない限り、次の区域を示す。

　首都圏：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県
　東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県
　近隣３県：埼玉県、千葉県、神奈川県
　周辺４県：茨城県、栃木県、群馬県、山梨県
　都心３区：千代田区、中央区、港区

特にことわりのない限り、図表中の「S」は昭和を、「H」は平成を示す。

本要旨に記載した地図は、我が国の領土を網羅的に記したものではない。

　この文書は、首都圏整備法（昭和31年法律第83号）第30条の２の規定に基づき、
首都圏整備計画の策定及び実施に関する状況について、報告を行うものである。





はじめに
　我が国は、平成20年の約１億2800万人をピークに人口減少社会に突入し、少子化は深刻で、
極めて速いペースで高齢化も進んでいる。これは、これまで日本経済を支えてきた労働力が急
激に減っていくことを意味する。首都圏においては、東京圏への一極集中により人口は増加傾
向にあるものの、今後は減少するものと推計されている。
　このような人口減少下でも持続的な経済成長を実現するためには、労働者の減少を上回る生
産性の向上が必要不可欠であり、都市部の渋滞解消やコンパクト・プラス・ネットワークの形
成によりインフラのストック効果を最大化させ、社会全体の生産性の向上を図るとともに、今
後の人材不足が懸念される建設産業や介護産業などの産業分野において、急速に発達しつつあ
るロボット技術、IoT技術などの新技術の活用が期待されている。
　更に、生産性の向上は、潜在的な成長力を高めるとともに、新たな需要を掘り起こしていく
ことが期待されており、首都圏において面的に広がる交通ネットワークを活用し、東京圏に集
中している機能を分散させて、ヒト、モノ等の新しい対流を創出することが重要である。
　このような状況を踏まえ、本報告第１章においては、「首都圏における労働力の現状と生産
性向上に向けた取組」と題し、首都圏の現状についての分析を行うものである。

第 節1 首都圏の労働力の現状と将来

１．生産年齢人口の減少と高齢化の進展
　我が国の総人口は平成20年を頂点として減少を始め、本格的な人口減少社会を迎えた。平成
27年の国勢調査によると、我が国の総人口は１億2,711万人であり、高齢者の割合が約４分の
１まで上昇した。首都圏の人口は増加が続いているものの、今後は減少するものと推計されて
いる。また、働く年齢の中核の人々である生産年齢人口（15〜64歳）については、少子高齢化
の進展によって人口よりも早い時期にピークを迎えており、全国では平成７年、首都圏におい
ては平成12年を境に減少を続けている（図表１-１-１、１-１-２）。
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第１節　首都圏の労働力の現状と将来

図表1-1-1 将来推計人口の動向（全国）

注　：�平成27年までの実績値は、年齢等不詳分をあん分した人口。
注　：�推計値は出生中位・死亡中位。
資料：�平成７年～平成17年は国立社会保障・人口問題研究所、平成22・27年は「国勢調査」（総務省統計局）、平成32年以降の推計値は「日本

の地域別将来推計人口（全国）（平成25年３月推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）をもとに国土交通省都市局作成。
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図表1-1-2 将来推計人口の動向（首都圏）

注　：�平成27年までの実績値は、年齢等不詳分をあん分した人口。
注　：�推計値は出生中位・死亡中位。
資料：�平成７年～平成17年は国立社会保障・人口問題研究所、平成22・27年は「国勢調査」（総務省統計局）、平成32年以降の推計値は「日本

の地域別将来推計人口（全国）（平成25年３月推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）をもとに国土交通省都市局作成。
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　平成17年以降の全国と三大都市圏の労働力人口1）の変化率の推移をみると、首都圏では約1.05
倍に増加しているが、全国、中部圏、近畿圏は平成24年以降増加傾向にあるものの1.00倍を下
回っている（図表１-１-３）。
　関東・甲信地域の年齢階層別の労働力人口をみると、15歳〜64歳の労働力人口は平成17～27
年の10年間でほぼ横ばいであるのに対し、65歳以上の高齢者の労働力人口が約100万人増加し
ていることがわかる（図表１-１-４）。また、男女別の労働力人口では、ここ10年間で男性がほぼ
横ばいであるのに対し、女性が約90万人増加していることがわかる（図表１-１-５）。

図表1-1-3 全国・三大都市圏の労働力人口変化率の推移（H17-28）

資料：�「労働力調査都道府県別結果（モデル推計値）」（総務省統計局）をもとに国土交通省都市局作成。
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図表1-1-4 年齢階層別の労働力人口の推移（関東・甲信）

注　：�「関東・甲信」は、首都圏に長野県を加えた１都８県。
資料：�「労働力調査地域別結果」（総務省統計局）をもとに国土交通省都市局作成。
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　過去５年間の職業別有効求人倍率の推移（図表１-１-６）をみると、全職種では、全国、関東
市場圏ともに１倍前後で推移している一方で、建設業や介護サービス業は、経年で増加傾向に
ある。
　これらの職種は、全国的に倍率水準が高い中でも、関東市場圏では全国よりも１程度高く推
移し、求職者一人に対して建設業では５つ、介護サービス業では４つ程度の職業が提示される
状況となっている。

図表1-1-5 男女別の労働力人口の推移（関東・甲信）

注　：�「関東・甲信」は、首都圏に長野県を加えた１都８県。
注　：�H27の数値は、H27国勢調査結果を基準とする推計人口に基づいて補正された数値（時系列接続用数値）をもとに算出しているため、

図表1-1-4と合計値が異なる。
資料：�「労働力調査地域別結果」（総務省統計局）をもとに国土交通省都市局作成。
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図表1-1-6 職業別有効求人倍率の推移（全国、関東市場圏）

注　：�「関東市場圏」は東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県、茨城県、山梨県の１都５県である。
注　：�「建設・土木の職業」は、建設躯体工事、建設、電気工事、土木の職業の合計である。
資料：�「一般職業紹介状況」（厚生労働省）、「関東市場圏職種別有効求人･求職状況（一般常用）」（厚生労働省東京労働局）をもとに国土交通

省都市局作成。
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　人口減少と高齢化は構造的な問題であり、今後もその方向に進むことが推測されている。そ
こで、首都圏の将来の労働力がどのようになるのかをみる。
　独立行政法人労働政策研究・研修機構（JILPT）による「平成27年労働力需給の推計」では、
全国の性・年齢階級別労働力人口の推計を行い、都道府県別の労働力人口の試算を行っている。
これによると、首都圏の労働力人口は、経済成長と労働参加が適切に進まないケースでは、平
成32年には2,289万人と、平成26年の2,350万人と比較して約61万人の減少となる。一方で、一
定の経済成長をしつつ各種労働施策の実施により労働参加が図られる場合には（経済成長と労
働参加が適切に進むケース）、平成32年の労働力人口は2,386万人となり、平成32年における労
働力人口の減少を食い止めることができる。
　年齢別構成については、人口の高齢化を反映して、60歳以上の労働力人口が平成26年の421
万人から、経済成長と労働参加が適切に進むケースでは、平成32年に436万人となり15万人増
加すると見込まれる。また、男女別構成では、女性の労働力人口が平成26年の976万人から、
女性のＭ字カーブ対策及びワークライフ・バランス関連施策等が充実する経済成長と労働参加
が適切に進むケースでは平成32年には1,016万人となり、40万人増加すると見込まれる（図表１-
１-７）。

図表1-1-7 年齢階級別、男女別の労働力将来推計値（首都圏）

注　：�「経済成長と労働参加が適切に進むケース」は、「日本再興戦略」を踏まえた高成長が実現し、かつ、労働市場への参加が進むケース。
注　：�「経済成長と労働参加が適切に進まないケース」は、復興需要を見込んで平成32年まで一定程度の経済成長率を想定し、かつ、労働市

場への参加が進まないケース（平成26年の性・年齢階級別の労働力率固定ケース）。
資料：�「平成27年労働力需給の推計」（（独）労働政策研究・研修機構）をもとに国土交通省都市局作成。
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２．女性の就業と育児の両立に向けた環境整備
　我が国の女性の労働参加率は、30歳代を谷
としたＭ字カーブを描いている。平成27年国
勢調査では、全国の女性の労働参加率は、25
〜29歳で1950年代以降初めて８割を超え、Ｍ
字カーブの底である35〜39歳の労働参加率が
72.4％に上昇するなど、全年齢階層で上昇し
ている。また、全国と首都圏でＭ字カーブの
谷となる30歳代の労働参加率を比べると、30
〜39歳の段階で首都圏が全国よりも低くな
り、その後の水準も高まらない傾向がみられ
る（図表１-１-８）。
　女性の労働参加率が近年上昇傾向にあると
はいえ、労働参加率には地域間で差が存在す
る。都道府県別に15〜64歳の女性の労働参加
率を比べると、首都圏には比較的下位に属する県が存在しており、首都圏平均（66.3％）は全
国平均（67.1％）を約0.8ポイント下回っている（図表１-１-９）。

図表1-1-8 年齢階層別の女性の労働参加率
（全国、首都圏）

資料：�H17、H22は「国勢調査」、H27は「平成27年国勢調査抽出速
報集計」（ともに総務省統計局）より国土交通省都市局作成。
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図表1-1-9 都道府県別の女性の労働参加率（15歳～64歳）

注　：�女性の労働参加率（15～64歳）＝女性15～64歳の労働力人口÷女性15～64　歳人口（労働力状態「不詳」を除く）。
資料：�「平成27年国勢調査抽出速報集計」（総務省統計局）をもとに国土交通省都市局作成。
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　全国の女性の育児休業取得率は平成19年度調査以降８割を超えており、育児休業の着実な定
着が図られつつある（図表１-１-10）。また、全国における妊娠前に就業していた女性の第１子
出産前後の就業継続率をみると、就業継続は、これまで約４割前後で推移しており、平成22〜
26年では53.1％へと上昇した。また、このうち育児休業制度を利用して就業継続をした女性の
割合が39.2％と大きく上昇した（図表１-１-11）。
　その一方で、第１子出産後に退職をしている女性が46.9％であり、仕事と育児の両立が難し
いために、やむを得ず仕事を辞めた女性も少なくないと考えられる。
　「地域の経済2016」（内閣府）では、労働参加率の地域差の要因について分析を行い、女性の
労働参加率の高い都道府県の特徴をいくつか挙げている。そのうち、都道府県ごとの保育所定
員数と女性の労働参加率の関係では、女性の
労働参加率が高い都道府県において、女性人
口（25〜49歳）一人当たりの保育所定員が多
い傾向があることが示されている（図表１-
１-12）。
　保育サービスの供給量が相対的に多い都道
府県では女性の労働参加が高まり、保育サー
ビスの供給不足により待機児童問題が深刻に
なるような都市部を抱える都道府県では、女
性の労働参加が低迷している。首都圏には、
全国に比べ保育サービス供給量が比較的低い
都県も多く、保育の受け皿拡大は女性の労働
参加の推進に有効と考えられる。

図表1-1-10 育児休業取得率の推移（全国）

注　：�H27調査においては、H25.10.1からH26.9.30までの１年間の出
産者が対象。

注　：�H22及びH23の【　】内の比率は、岩手県、宮城県、福島県を
除く全国の結果。

資料：�「雇用均等基本調査」（厚生労働省）より国土交通省都市局作成。

0 20 40 8060 100
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H27
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（％）
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70.6
72.3

89.7
90.6

85.6
83.7【84.3】
【87.8】
83.6
83.0
86.6

81.5

（年度）

図表1-1-11 出産前有職者の第１子出産前後
の就業変化（全国）

資料：�「第15回出生動向基本調査」（2015年・社会保障・人口問題研
究所）より国土交通省都市局作成。

就業継続
（育児休業利用あり）

就業継続
（育児休業利用なし）

出産退職

17.617.6

22.622.6

27.127.1

39.239.2

合計40.5

合計38.1

合計40.4

就業継続合計53.1
13.913.9

20.520.5

59.659.613.313.3

59.559.517.917.9

61.961.9

46.946.9

0 25 50 75 100（％）

H7―11

H12―16

H17―21

H22―26

図表1-1-12 保育所定員数（H26）と女性の労
働力率（H27）の関係（都道府県）

資料：�「地域の経済2016」（内閣府）、「平成27年国勢調査抽出速報集計」
（総務省統計局）、「平成26年社会福祉施設等調査」（厚生労働
省）より国土交通省都市局作成。
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第１節　首都圏の労働力の現状と将来

　保育定員数の推移をみると、平成25～27年度までの３年間で、全国では約34万人分、首都圏
では約14万人分増加しており（図表１-１-13）、平成27年４月～28年４月の保育所定員数の増加
数の分布を見ると、首都圏中心部ほど増加数が多い傾向がある（図表１-１-14）。「待機児童解消
加速化プラン」（平成25年４月策定）では、平成25～29年度末までの５年間で、全国で50万人
分の保育の受け皿を確保することとしており、各自治体の取組に加え、平成28年度から実施し
ている企業主導型保育事業により、保育の受け皿の拡大が進められている。

　その一方で、保育所等申込者の増加が受け
皿拡大分を上回ることによって、平成28年４
月時点の待機児童は、全国で約2.4万人、東
京圏では約1.1万人となった。
　このうち１・２歳児が約７割と大部分を占
めている（図表１-１-15）ことから、女性の希
望に応じた多様な就業機会の確保といった観
点からも、小規模保育や家庭的保育（保育マ
マ）の整備などの１・２歳児の受け皿拡大の
取り組みが重要となっている。

図表1-1-13 保育所等数と定員数の推移
（全国、首都圏）

資料：�「保育所等関連状況とりまとめ」（厚生労働省）より国土交通
省都市局作成。
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図表1-1-14 保育所定員数の増加数の分布
（H27.4→H28.4・首都圏）

資料：�「保育所等関連状況取りまとめ（平成28年４月１日）」（厚生労
働省）より国土交通省都市局作成。

（単位：人）
～100
100～300
300～500
500～700
700～1,000
1,000～1,500
1,500～

図表1-1-15 待機児童の年齢区分別割合
（H28.4）

資料：�「保育所等関連状況取りまとめ」（厚生労働省）及び保育所等
利用待機児童数に関する公表資料（首都圏１都４県）をもと
に国土交通省都市局作成。
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１．ピンポイント渋滞対策　
　渋滞に費やされる時間は、物流産業、ひい
ては日本経済にとって大きな損失の原因と
なっている。例えば、図表１-２-１のとおり、
道路移動時間の約４割は渋滞に費やされてい
る状況であり、これは年間約280万人分の労
働力に匹敵する。
　渋滞損失時間は、都道府県別の総量では三
大都市圏等の都市部が突出するが、人口あた
りで見ると都市部以外でも発生しており、渋
滞損失の解消は、都市部のみならず日本全体
での生産性向上に資すると考えられる（図表
１-２-２、１-２-３）。中でも、全国の渋滞損失時
間が最も集中している首都圏では、競争力の
維持や少子高齢化社会における労働力確保の
観点から、渋滞を解消し、社会全体の生産性
向上を目指すことが不可欠である。

第 節2 社会のベースを活用した
生産性の向上

図表1-2-1 渋滞損失時間の割合

資料：�渋滞損失時間は「平成24年度プローブデータ」、人口は「総務
省統計資料」（平成24年10月）をもとに国土交通省作成。

渋滞損失は移動時間の約４割
年間約50億人時間、約280万人分の労働力に匹敵
⇒首都圏には全国の約３割が集中

一人あたり約100時間

基準所要時間
すいている時の走行時間

約80億人時間

損失時間
混雑で余計にかかる時間

約50億人時間

一人あたり約40時間

図表1-2-2 都道府県別の渋滞損失時間

資料：�「平成24年度プローブデータ」をもとに国土交通省作成。
出典：�「社会整備審議会・第18回国土幹線道路部会」（国土交通省）配布資料。
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第２節　社会のベースを活用した生産性の向上

　高速道路の渋滞については、サグ部（下り坂から上り坂にさしかかる凹んだ部分）などの構
造上の問題で、速度が低下し交通が集中することが渋滞要因の約28%を占めている（NEXCO3
社（平成25年１〜12月））。ETC2.0では、こうした速度低下箇所の道路交通状況を効率的に把
握することが可能であり、車線ごとの旅行速度などのデータ分析から高速道路の速度低下の原
因箇所を特定し、効果的・効率的に是正するピンポイント対策の取り組みが進められている。
国土交通省が公表した、NEXCO3社及び本四高速における平成27年の「高速道路（IC区間別）
の渋滞ワーストランキング」では首都圏の高速道路が上位を占めている（図表１-２-４）。

図表1-2-3 都道府県別の人口あたり渋滞損失時間

資料：�渋滞損失時間は「平成24年度プローブデータ」、人口は「総務省統計資料」（平成24年10月）をもとに国土交通省作成。
出典：�「社会整備審議会・第18回国土幹線道路部会」（国土交通省）配布資料。
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図表1-2-4 高速道路（IC区間別）の渋滞ワーストランキング上位（平成27年・全国）

注　：�上り・下り（内回り・外回り）を分けて集計。
注　：�対象は７時～19時（12時間）。
出典：�「高速道路の交通状況ランキング（平成27年）」（国土交通省道路局）。

順位 渋滞損失時間
（万人・時間/年） 都道府県 路線名 区間名（方向） 延長

（km）
平成26年
順位

1位 134 東京・神奈川 東名高速道路 海老名JCT～横浜町田（上り） 13.9 1

2位 126 神奈川・東京 東名高速道路 東名川崎～東京（上り） 7.7 6

3位 107 神奈川・東京 東名高速道路 横浜町田～海老名JCT（下り） 14.0 3

4位 101 東京 中央自動車道 調布～高井戸（上り） 7.7 5

5位 100 兵庫 中国自動車道 西宮山口JCT～宝塚（上り） 10.3 4

6位   90 神奈川 東名高速道路 秦野中井～厚木（上り） 15.1 2

7位   85 大阪・兵庫 中国自動車道 中国池田～宝塚（下り） 6.8 8

8位   84 三重 東名阪自動車道 亀山JCT～鈴鹿（上り） 5.2 9

9位   82 愛知 東名高速道路 豊川～音羽蒲郡（下り） 15.1 7

10位   80 山梨 中央自動車道 大月～上野原（上り） 19.8 12
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　首都圏では、深刻な渋滞が発生している箇
所において、対策が進められている（図表１-
２-５）。
　圏央道と東名高速道路を結ぶ海老名JCTで
は、外回りのランプ合流部および内回りラン
プ分流部において、既存の道路幅員内で２車
線が確保された。外回りについては、平成27
年10月の対策実施以降、渋滞が解消し発生し
ていない（図表１-２-６）。
　中央道の小仏トンネル付近では、上り線に
おいて別線トンネルを含む付加車線の設置が
進められている。
　東名高速道路の大和トンネル付近では、上
下線における付加車線設置について、東京オ
リンピック・パラリンピックまでに運用を開
始することを目標に事業が進められている。

図表1-2-5 首都圏の高速道路における主な交通集中箇所

資料：�国土交通省道路局

関越道（上り）花園付近〈６車線〉

関越道（上り）高坂SA付近〈６車線〉

京葉道路（上り）幕張付近〈４車線〉

東京湾アクアライン〈４車線〉

・東名高速（上り）大和トンネル付近〈６車線〉
・東名高速・圏央道　海老名JCT

中央道（下り）相模湖付近〈４車線〉

中央道（上り）小仏トンネル付近〈４車線〉

中央道（上り）調布付近〈４車線〉

平均旅行速度20km/h以下
平均旅行速度40km/h以下

首都高速の渋滞
10kmの渋滞が週１回以上
発生する程度に相当

渋滞多発区間

10kmの渋滞が毎日発生す
る程度に相当

高速道路の渋滞
（平成26年）

渋滞常襲区間

図表1-2-6
ピンポイント渋滞対策の事例
（東名高速道路・海老名JCT外
回り方面）

資料：�国土交通省道路局
写真提供：�NEXCO中日本
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第２節　社会のベースを活用した生産性の向上

２．首都圏の高速道路を賢く使う料金体系の導入
　首都圏では、平成29年２月末の圏央道の境古河IC～つくば中央IC間の開通により、首都圏
３環状道路の整備率が約79％となるなど、３環状９放射等の道路ネットワーク整備が着実に進
捗している。これらを賢く使うことで、インフラのストック効果を高め、都市機能、産業競争
力等の維持、強化を図る必要がある。
　平成28年４月より、首都圏の高速道路を賢く使うための新たな高速道路料金が導入され、圏央
道等のネットワーク整備の進展にあわせ、首都圏の交通流動の最適化を目指し、整備重視から利
用重視の料金体系に移行した。これは、整備の経緯の違いなどから料金水準や車種区分などが
路線や区間によって異なる整備重視の料金体系を、大都市近郊区間の料金水準に統一するととも
に、車種区分を統一するなど、対距離制を基本とした利用重視の料金体系に移行したものである。
　この新たな高速道路料金体系の導入により、東名高速道路と東北自動車道間を利用する都心
通過交通が環状道路へ転換し約５割減少するなど、都心通過交通全体が約１割減少した。この
結果、首都高速道路の交通量が約１％減少し、首都高速道路全体の渋滞損失時間が約１割減少
するなどの渋滞緩和の効果が確認された（図表１-２-７）。

３．圏央道のストック効果
　平成19年に開通した、圏央道の中央道から関越道間の沿線４市町（羽村市、日高市、日の出
町、入間市）では、製造品出荷額の伸びが平成21年から５年間で、埼玉県と東京都の全体平均
の1.4倍となった（図表１-２-８）。首都圏３環状道路の整備により、新たな企業立地に伴う雇用
促進、物流ネットワークの形成等の効果が発現され、首都圏の成長発展・国際競争力の強化が
期待されており、例えば、茨城県五霞町の企業では、都心経由から圏央道経由にすることで都
心の渋滞を避け、五霞～静岡・神奈川間の配送時間が往復約１時間短縮し、配送コストが約１
割削減したという声があるなど、圏央道利用により生産性の向上が図られている。

図表1-2-7 新たな高速道路料金の導入効果の一例

出典：�「生産性革命本部（第３回会合）」（国土交通省）資料

都心通過交通（全体）※は約11％減少
（43,100台/日⇒38,200台/日）

○都心通過交通の状況 ○首都高速全体の総走行台キロ
微減

東関道
京葉道路

中央道

東名

関越道

常磐道
30,000

（千台・㎞/日）

20,000

10,000

H27.4 H28.4

21,60021,600

32,50032,500 29,70029,700

21,30021,300

0

東北道

中央環状線

外環道

H27 H28
5,400台⇒2,700台
▲2,700台
〈▲50％〉

川口
JCT

美女木
JCT

美女木
JCT

高井戸

用賀用賀

三郷
JCT
三郷
JCT

篠崎篠崎

高谷高谷

▲約１％

○首都高速全体の渋滞損失時間
１割減

40,000

30,000

（台・時間/日）

20,000

10,000

H27.4 H28.4
0

▲約９％

※東名、中央道、関越道、東北道、常磐道、東関道、京葉道路の相互を
首都高速経由で利用する交通量
※ETCデータによる集計
※「H27.4の平均」と「H28.4の平均」を比較（GW期間等の特異日は
集計から除く）

※「H27.4の平均」と「H28.4の平均」を比較（GW期間等の特異日は
集計から除く）
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　圏央道の沿線地域では、既存産業の集積や
道路整備にともなう交通アクセスの利便性向
上に加えて、労働力の確保や災害時の事業継
続性の観点等を要因とする工場や物流施設の
立地が進んでいる。具体的には、主にコスト
削減やマザー工場化等の拠点強化及び操業環
境改善など、国内生産拠点の再編を一因とし
た工場立地が進んでいるほか、圏央道沿線を
中心に、Ｅコマース（電子商取引）の普及等
を背景にした大規模な広域物流施設の立地が
進んでいる（図表１-２-９）。これらの地域では、
施設立地にともなう雇用創出や、地域経済の
発展に対する寄与などのストック効果も期待
される。

図表1-2-8 圏央道沿線製造品出荷額の伸び
率（H21⇒H26）

注　：�沿線４市町は、日高市、入間市、羽村市、日の出町。
資料：�国土交通省調べ

0.8

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

1.00

1.48

1.00 1.04

H21 H26 H21 H26
早期開通区間
沿線４市町

埼玉県・東京都
（全体平均）

約1.4倍

図表1-2-9 圏央道周辺の工場・物流施設立地件数

注１：�※１区間の開通時期については土地収用法に基づく手続きによる用地取得等が速やかに完了する場合
注２：�久喜白岡JCT～木更津東IC間は、暫定２車線
資料：�国土交通省調べ
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第２節　社会のベースを活用した生産性の向上

　茨城県では、面的高速交通ネットワークを活用した周遊観光の強化に取り組んでいる。平成
27年６月の圏央道の神崎IC～大栄JCT間の開通を受けて、茨城県が、アジア圏の旅行会社に向
けて、観光地の魅力と成田空港から茨城県内へのアクセス性の向上についてPR活動を実施し
た。その結果、従来の首都高経由のツアールートを水戸経由に変更・増加する旅行会社もあり、
圏央道開通前後（H26→H28）で、外国人の茨城県周遊ツアー数が約６倍に増加した（図表１-
２-10）。また、外国人宿泊客数も約２倍に増加しており、茨城県では、圏央道の県内全線開通
を踏まえ、更なるインバウンド観光推進の方策を検討しているところである。
　このように、首都圏には、東京周辺のリング状のエリアに、国際観光の資源となり得る多様
で多彩な自然や歴史、文化を擁しているものの、外国人の宿泊は東京都に集中しており、観光
がもたらす滞在人口の面でも、首都圏では一極集中構造となっている。このため、東京での宿
泊施設の逼迫や交通渋滞等の問題が生じ、宿泊施設の確保は今後の更なる大幅なインバウンド
観光の拡大のボトルネックとなってきている。多面的なニーズにこたえることと併せて、東京
等に集中する観光客を首都圏全域に分散化していくことが重要であり、東京オリンピック・パ
ラリンピックの開催といった好機も最大限いかしながら世界からの視線をこれらのエリアに誘
導していく必要がある。

図表1-2-10 圏央道開通に伴うインバウンド観光拡大の事例（茨城県）

注　：�所要時間は、プローブデータの平日平均旅行速度を用いて、成田空港～水戸市役所間の所要時間を算出。（開通前H26.11、開通後
H27.11）

資料：�「圏央道のストック効果記者発表資料（H28.2）」（国土交通省関東地方整備局）、「海外からの周遊ツアーの催行状況」（茨城県）、「宿泊
旅行統計調査」（観光庁）より国土交通省都市局作成。
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■圏央道の開通（H27.6）に伴い、成田空港から茨城県内へのアク
セス性が向上し、外国人の周遊ツアー催行数が約６倍、外国人宿
泊客数が約２倍に増加（H26→H28） 

■外国人の周遊ツアー数と催行人数（茨城県内）

■外国人の延べ宿泊客数の推移（茨城県内）
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第 節3 産業分野における労働生産性の向上

１．建設産業の生産性向上
　建設産業は、地域のインフラ整備や維持管理等の担い手であると同時に、地域経済・雇用を
支え、災害時には最前線で地域社会の安全・安心の確保を担う地域の守り手として、国民生活
や社会経済を支える大きな役割を担っている。しかし、若手入職者の減少や高齢化の進行等構
造的な問題が発生している。
　関東・甲信の建設業就業者の年齢構成は、55歳以上の割合が約３割、29歳以下の割合が約１
割となっており、全産業平均と比較して高齢化が進行し、若い世代の入職増加が課題となって
いる状況である（図表１-３-１）。

　「建設業の長期ビジョン（平成27年３月）」（一般社団法人日本建設業連合会）では、全国の
建設技能労働者約341万人のうち、高齢化等の影響により今後10年間で約３分の１に相当する
約125万人が離職すると推計されており、関東・甲信では、約119万人のうち約42万人が離職す
ると推計される（図表１-３-２）。同ビジョンによれば、建設投資が同規模で推移するとの見通し
を踏まえ、生産性向上による約35万人の省人化を前提に、平成37年度には全国で約293万人～
315万人の建設技能労働者が必要と見込んでおり、約77～99万人の新規入職者を確保すること
が必要と推計している。

図表1-3-1 建設業就業者の年齢構成の推移（全国、関東・甲信）

注　：�「関東・甲信」は首都圏（１都７県）に長野県を含む。
資料：�「労働力調査」（総務省統計局）より国土交通省都市局作成。
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全国・全産業（29歳以下） 全国・全産業（55歳以上）

関東甲信・建設業（55歳以上）関東甲信・建設業（29歳以下）
関東甲信・全産業（55歳以上）関東甲信・全産業（29歳以下）
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第３節　産業分野における労働生産性の向上

　このような状況を踏まえ、国土交通省では関係業界と連携を図りつつ、技能労働者の入職を
促進するための取組を進めており、技能労働者の賃金向上や社会保険への加入促進、働きやす
い現場の職場環境改善、施工時期の平準化や建設産業の魅力発信などに取り組んでいる。

　このように人口減少や高齢化が進む中にあって、建設業が国民生活や社会経済を支える役割
を果たすためには、担い手の確保とともに生産性向上に取り組むことが不可欠である。そのた
め、国土交通省では、労働力不足を克服し、建設産業の成長を持続・発展させていくため、調
査・測量から設計、施工、検査、維持管理・更新までのあらゆる建設現場の全プロセスにおい
てICT（情報通信技術）を活用し、建設企業の経営環境を改善し、多様な人材が活躍できる現
場を目指す取組「i-Construction」を推進している（図表１-３-３）。

図表1-3-2 平成37年度の建設技能労働者数の離職数の推計（全国／地域別）

注１：�技能労働者数の地域別内訳は、建設就業者数の地域別、年齢階層別割合を技能労働者総数に適用し、国土交通省都市局作成。
注２：�平成37年度の技能労働者の離職率は、15～49歳は0.1、50～59歳は0.4、60歳以上は1.0として推計。
資料：�「再生と進化に向けて－建設業の長期ビジョン－」（一般社団法人日本建設業連合会）、「労働力調査」（総務省統計局）をもとに国土交

通省都市局作成。

0 50 100 150 350250 300200 400

H37推計

H26

北海道・東北 関東・甲信 東海・北陸 近畿 中国・四国 九州・沖縄

（万人）

4646 119119 5656 4646

在職数（推計）216万人

3030 4444 341

2727 7777 3535 3131 1818 2727 293～315
必要な新規の
技能労働者数
77～99万人

必要な新規の
技能労働者数
77～99万人

図表1-3-3 i-Constructionの推進（ICT土工の流れ）

出典：�「国土交通省生産性革命プロジェクト」（国土交通省）資料

測量 ３次元測量（UAVを用いた測量マニュアルの導入）

ICT建機による施工（ICT土工用積算基準の導入）

検査日数・書類の削減
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人力で200m毎に
計測

計測結果を
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３次元データを
パソコンで確認
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　なお、建設現場における人手の過不足率をみると、平成29年３月では全国で0.6％、関東地域
で1.1％となっており（図表1-3-4）、民間工事を中心に事業量の多い関東地域においても足許の
人手の需給は緩和してきているが、中長期的な視点に立ち生産性向上に取り組む必要がある。
　建設躯体工事のうち配筋作業の省人化、生産性向上の取組として、企業が重量鉄筋の配筋作
業をアシストするロボットアーム型の作業支援ロボットを開発した事例がある。従来６～７人
を要していた重量200kgクラスの重量鉄筋の配筋作業を、操作者１人、鉄筋の介添え役２人の
計３人で効率的に行うことが可能で、作業員の負担も大幅に軽くなる技術であり、現場実証が
進められている（図表１-３-５）。
　また、重量物を持った時や中腰姿勢を続ける時に腰にかかる負担を軽減する装着型ロボット
の現場実証（図表１-３-６）など、建設業界では新技術の導入に向けた取組が進められており、労
働環境改善や省人化、生産性向上とともに、若者、女性、高齢者などの参加促進も期待される。

図表1-3-5 配筋アシストロボと構造概念図

写真：�千葉県市川市の道路建設現場におけるデモンストレーションの様子。
資料提供：�清水建設株式会社

肩旋回部

肘旋回部 把持部

第一アーム

第二アーム

操作グリップ
昇降シリンダー

・定格荷重：250kg
・作業半径：約5.0m
・揚　　程：約2.0m
・分 割 数：４分割
・駆　　動：電動方式
・上下操作：ボタン操作

図表1-3-4 建設現場における建設技能労働者過不足率の推移〔６職種〕（H18.１～H29.３）

注　：「関東地域」は、首都圏（１都７県）に長野県を含む。
注　：「６職種」とは、型枠工（土木）、型枠工（建築）、左官、とび工、鉄筋工（土木）、鉄筋工（建築）をいう。
注　：�調査対象は建設業法上の許可を受けた法人企業（資本金300万円以上）で、調査対象職種の労働者を直用する建設業者のうち全国約3,000

社（うち有効回答者数1,538（H27.12の場合））
注　：�現在の過不足状況調査事項：モニター業者が手持ち現場において①確保している労働者数、②確保したかったが出来なかった労働者数、

③確保したが過剰となった労働者数　　過不足率＝（（②－③）/（①+②））×100
資料：「建設労働需給調査」（国土交通省）をもとに国土交通省都市局作成。

－10

8
6
4
2
0

－2
－4
－6
－8 全国 関東

10

H18 H28H27H26H25H24H23H22H21H20H19 H29

（％）

不足
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２．介護サービスの生産性向上
　首都圏では、高齢化の進展により、首都圏縁辺部を中心に高齢化率が30％を超える地域が拡
大している（図表１-３-７）。介護サービス業の有効求人倍率をみると、全国的に倍率水準が高い
中でも、関東市場圏では全国よりも１程度高く推移し、有効求人倍率が約４倍（平成28年12月）
となっている（図表１-１-６）。
　首都圏では、今後、加速度的に高齢者が増加することが予想されており、介護サービスの労
働力不足等の問題が懸念されている。「2025年に向けた介護人材にかかる需給推計」（厚生労働
省）によると、平成37年度の介護人材の不足率の首都圏平均が17.5％と、全国平均の14.9％を
上回っており、首都圏の平成37年度の介護人材の需給ギャップは約14万人になると推計されて
いる。（図表１-３-８）。

図表1-3-6 装着型ロボットの現場実証事例

資料提供：�株式会社大林組

図表1-3-7 高齢化率の分布（H22→H27・首都圏）

資料：�「H22・H27国勢調査」（総務省統計局）をもとに国土交通省都市局作成。

―10％
10％―15％
15％―20％
20％―25％
25％―30％
30％―

H22 H27
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　首都圏において懸念される介護人材の不足
に対応するには、介護職員の処遇改善や潜在
介護人材の呼び戻し、学生や中高年齢者等の
新規参入の促進、離職防止・定着促進なども
含めた総合的な取組による介護人材の育成・
確保が重要である。
　更に、介護ロボットやセンサー等の新技術
の活用により、介護サービスの生産性向上や
現場の負担軽減、高齢者の自立支援等にもつ
ながる質の高い介護の実現が期待されてお
り、現在、介護施設等において、移動支援、
見守り支援等のロボット技術の介護利用の実
証実験が行われている（図表１-３-９）。
　また、経済活動の装置である都市のコンパクト化、密度アップ、公共交通の利便性向上は、
訪問介護に要する移動時間の減少などによる介護サービスの生産性の向上にも有効であると考
えられる。都市のコンパクト化、密度アップに向けては、平成28年12月末現在で全国では309
都市、首都圏では63都市が立地適正化計画の作成についての具体的な取組を行っており、この
うち平成28年度末までに全国では100都市、首都圏では16都市が計画を策定・公表している（図
表１-３-10）。
　また、中心市街地への居住促進に併せて介護人材の確保を図る事例として、群馬県高崎市に
おいて、福祉サービス施設と住居機能が一体となった多機能型住居を整備した事例がある（平
成29年４月）（図表１-３-11）。中心市街地の市有地を活用して民間事業者が10階建ての建物を建
設し、１・２階には市営の福祉センター「高崎市シルバーセンター田町」や子育てに関する様々

図表1-3-8 介護人材の不足率〔平成37年度推計〕（首都圏）

注　：�需要見込は、市町村により第６期介護保険事業計画に位置付けられたサービス見込み量等に基づく。
注　：�供給見込は、平成27年度以降に取り組む新たな施策の効果を見込まず、近年の入職・離職等の動向に将来の生産年齢人口の減少等の人

口動態を反映した「現状推移シナリオ」に基づく。
資料：�「2025年に向けた介護人材にかかる需給推計（確定値）」（厚生労働省）より国土交通省都市局作成。

全国
順位 都道府県 需要見込

（千人）
供給見込
（千人）

不足率
（％）

需給ギャップ
（千人）※

2 群馬県   43.8   32.2 26.5% 11.6（10）

3 埼玉県 121.4   93.9 22.6% 27.5（  3）

4 栃木県   31.3   24.4 21.9%   6.9（17）

5 茨城県   50.8   40.7 19.9% 10.1（11）

6 千葉県 115.3   92.5 19.7% 22.8（  6）

～

19 東京都 243.7 208.0 14.7% 35.8（  1）

～

24 神奈川県 182.6 157.9 13.5% 24.7（  4）

～

32 山梨県   15.4   13.6 11.2%   1.7（37）

全国 2,529.7 2,152.4 14.9% 377.4

首都圏 804.2 663.2 17.5% 141.0

※（カッコ）は需給ギャップの全国順位

図表1-3-9 ロボット技術の介護利用におけ
る重点分野

出典：�「ロボット技術の介護利用における重点分野」（平成24年11月
経済産業省・厚生労働省公表、平成26年２月改定）。

移動支援（屋外、屋内）移乗介助（装着、非装着）

排泄支援 入浴支援認知症の方の見守り（施設、在宅）

第
１
章

首
都
圏
を
め
ぐ
る
最
近
の
動
向

19

第３節　産業分野における労働生産性の向上



第３節　産業分野における労働生産性の向上

な相談や支援を行う「高崎市子育てなんでもセンター」、３～６階は民間事業者が運営する特
別養護老人ホームとサービス付き高齢者向け住宅、７～10階は市が管理する住宅「レジデンス
田町」となっている。この住宅部分の入居資格を、市内で介護、保育、看護職として働く人や
これらの分野を学んでいる学生とすることで、地域における福祉人材の確保を目指している。

３．観光産業の生産性向上
　少子高齢化、人口減少時代を迎えるなか、わが国の社会、経済を維持・発展させるには地方
の活性化が重要であり、生産、雇用、消費が根付いた産業の振興が不可欠である。その点で観
光産業は、まさに地方創生の切り札の一つといえる。
　平成28年の訪日外国人旅行者数は2,404万人となり、従来の平成32年の目標である2,000万人
を前倒しで達成した（図表１-３-12）。訪日外国人旅行者が増加するなか、首都圏への訪問率は
約４割と高い割合を維持しているが、都県別の訪問数をみると、東京都、千葉県への一極集中
構造となっている（図表１-３-13）。また、首都圏訪問率の推移をみると、直近の平成28年は、
平成27年に比べて約４％下がっており、九州、沖縄へのクルーズ船の増大や、北海道や沖縄へ
の航空便の新設等もあり、インバウンドが直接首都圏以外へ向かう動きも出てきている。

図表1-3-10 立地適正化計画の作成に取り組
む都市〔H28.12末〕（首都圏）

注　：�下線はH28年度末までに策定・公表済み。
資料：�国土交通省都市局作成。

茨城県 12
水戸市・日立市・土浦市・古河市・石岡市・下
妻市・高萩市・取手市・牛久市・つくば市・坂
東市・境町

栃木県 8 宇都宮市・栃木市・鹿沼市・日光市・那須塩原
市・那須烏山市・下野市・芳賀町

群馬県 11
前橋市・高崎市・桐生市・伊勢崎市・太田市・
館林市・渋川市・藤岡市・吉岡町・明和町・邑
楽町

埼玉県 13
さいたま市・川越市・本庄市・春日部市・深谷
市・戸田市・志木市・坂戸市・毛呂山町・越生
町・小川町・鳩山町・寄居町

千葉県 7 松戸市・成田市・佐倉市・柏市・市原市・流山
市・酒々井町

東京都 2 日野市・福生市

神奈川県 6 相模原市・横須賀市・藤沢市・小田原市・秦野
市・大和市

山梨県 4 山梨市・大月市・笛吹市・上野原市

合計 63

図表1-3-11
多機能型住宅整備事業による地
域の福祉人材確保の事例（群馬
県高崎市）

資料提供：�高崎市

１階 高崎市シルバーセンター田町〔市〕

２階 高崎市子育てなんでもセンター〔市〕

３・４階 地域密着型特別養護老人ホーム（29床）〔民間〕

５・６階 サービス付き高齢者向け住宅（32戸）〔民間〕

７～10階 レジデンス田町（64戸）〔市〕
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　政府は平成28年３月に、今後の中期的な観光政策である「明日の日本を支える観光ビジョン」
（以下、ビジョン）を策定し、観光を我が国の基幹産業へと成長させ、「観光先進国」を目指
すとともに、訪日外国人旅行者数の政府目標を大幅に前倒して、平成32年には4,000万人、平
成42年には6,000万人とした。
　観光先進国を目指すためには、旅行者に質の高いサービスを提供するため、観光を支える産
業の品質向上に取り組み、生産性の高い国際競争力のある産業へと変革していく必要があるが、
宿泊業等の観光産業はインバウンド市場の急速な拡大や国内外旅行者のニーズの多様化などに
必ずしも応えられていない状況となっている。
　首都圏の宿泊施設数の変化をみると、インバウンド観光が増大しているにもかかわらず、宿
泊施設数は減少しており、中でも旅館数が近年10年間で約10,600件から約8,100件と約23％減少
している（図表１-３-14）。また、客室稼働率では、ホテルに比べ旅館の稼働率が低く、訪日外
国人旅行者数の急増等を十分に取り込めていない。さらに、季節変動が首都圏周辺部ほど大き
い傾向がみられ、これは、宿泊業では、需要の季節、曜日、時間帯変動が大きく、業務の繁閑
があるためと考えられる（図表１-３-15）。

図表1-3-12 訪日外国人・首都圏訪問率の推移

資料：�訪日外国人数は「訪日外客統計」（日本政府観光局（JNTO））、首都圏訪問率は「訪日外国人消費動向調査」（観光庁）をもとに国土交
通省都市局作成。
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836836
1,0361,036

1,3411,341

1,9741,974

2,4042,40445
41 4242 4545

4141

図表1-3-13 訪日外国人・都県別訪問数推計値（H28・首都圏）

注　：�都県別訪問数は、平成28年度の訪日外国人数に都県別の訪問率を適用した推計値。
注　：�訪問地には出入国空海港の所在地が含まれる。
資料：�訪日外国人数は「訪日外客統計」（日本政府観光局（JNTO））、首都圏訪問率は「訪日外国人消費動向調査」（観光庁）をもとに国土交

通省都市局作成。
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　次に、旅館・ホテルにおける正規、非正規雇用の割合をみると、全国、首都圏ともに正規雇
用者と非正規雇用者の比は４：６と、非正規雇用者の割合が高く（全産業では６：４）、その
傾向は周辺４県ほど大きくなっている（図表１-３-16）。

図表1-3-14 首都圏の宿泊施設数の変化（H18年度→H27年度）

注　：�施設数は各年度末現在の件数
資料：�「衛生行政報告例」（厚生労働省）より国土交通省都市局作成。

旅館 ホテル

0
H18 H27

（百件）

50

100

150

200

（年度）

106106
8181

2222
2323

128
105

図表1-3-15 首都圏の宿泊施設の客室稼働率（H27）

資料：�「宿泊旅行統計調査」（観光庁）をもとに国土交通省都市局作成。
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シティホテル 旅館

最高月

年平均

最低月

図表1-3-16 旅館・ホテルにおける正規、非正規雇用者の割合（H26）

5959

5757

5555

6262

4141

4343

4545

3838

0 20 40 60 80 100

正規雇用者 非正規雇用者

（％）

全国

首都圏

東京圏

周辺４県

資料：�「平成26年経済センサス・基礎調査」（総務省）をもとに国土交通省都市局作成。
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　このように、首都圏の宿泊業では、業務の繁閑や、非正規雇用者の割合が高いなどの課題を
抱えている状況であり、宿泊業の変革は、観光地の活性化、地域の雇用創出にとって重要である。
　ビジョンでは、生産性が高く、国際競争力のある基幹産業の育成・強化の観点から、宿泊業
の業務効率化等の支援を実施することとしており、具体的には、ICTの利活用による在庫管理
や厨房業務の効率化、マルチタスク化による業務効率化の先導事例の横展開、全国のモデル旅
館・ホテルへのコンサルティングを実施することとしている。
　神奈川県・箱根町の旅館の事例では、ICTの新技術を活用した業務の効率化等により、高付
加価値なサービスの提供を可能にするとともに、従業員の賃金の上昇も実現している（図表１-
３-17）。
　更には、家族が休暇を取りやすい制度の導入、休暇の分散化等を含む休暇改革を行うことに
より、国内旅行の振興や、ゴールデンウィーク等に集中している観光需要の平準化を図り、観
光産業の生産性向上を促すことも重要である。

図表1-3-17 新技術を活用した宿泊産業の生産性向上事例（神奈川県・箱根町の旅館）

資料：�「地域しごと創生会議（第４回）（平成28年３月）」（内閣府）資料をもとに国土交通省都市局作成。

⇒社内で共通のプラットフォームを構築して情報共有を図ることで、効率的
に高付加価値なサービスを提供可能
　※宿泊予約のおよそ70％がオンラインからの申し込み
⇒会計管理の徹底、目標原価率の設定などの生産性向上に向けた取り組みに
より、従業員１人当たりの粗利益が上昇（１時間1,700円→5,000円）

●生産性を下支えする社内システム
　オンラインで申し込みされた宿泊予約は、独自の基幹システムにデータが
取り込まれ、予約管理・顧客管理・フロント会計業務までを一元で管理。

顧客管理システム

新規顧客情報
利用実績
顧客情報

新規顧客情報
利用実績
顧客情報

売上・売掛情報売上・売掛情報

売上売掛管理システム 宿泊施設WEBサイト

顧客情報顧客情報

顧客情報顧客情報

予約管理システム

予約情報予約情報

予約情報予約情報

予約情報予約情報

ルームアサイン
アサイン情報アサイン情報

リピータチェック
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第４節　首都圏における労働力の現状と生産性向上に向けた取組

第 節4 首都圏における労働力の現状と
生産性向上に向けた取組

　我が国が本格的な人口減少社会を迎えるなか、首都圏の人口は増加が続いているが、今後は
減少に転じると推計されている。首都圏の労働力人口は増加傾向にあるものの、今後は減少が
懸念されており、足下では、建設、介護などの職業において、全国に比べて高い有効求人倍率
を示している。首都圏における将来の労働力人口を維持するうえでは、若者、女性、高齢者な
ど潜在的な能力を有する人々の労働市場への参加促進が不可欠となっている。
　首都圏の女性の労働参加率は、30歳代以降で全国よりも低くなる傾向があり、仕事と育児の
両立が難しく、やむを得ず仕事を辞めた女性も少なくないと考えられる。女性の希望に応じた
多様な就業機会の確保に向けて、育児と両立できるような環境整備が重要であり、中でも待機
児童の７割を占める１・２歳児の受け皿確保の取組が重要である。
　道路の渋滞解消については、有効労働時間の増加により生産性が大きく向上するとともに、
首都圏における競争力の維持や少子高齢化社会における労働力確保の観点からも重要である。
首都圏の高速道路では、ETC2.0により把握した旅行速度などのデータをもとに、道路渋滞の
原因箇所を特定し効果的・効率的に是正するピンポイント対策の取り組みが進められている。
また、圏央道等の道路ネットワーク整備の進展にあわせ、平成28年４月には利用重視の新たな
高速道路料金体系が導入された結果、都心を通過する交通の減少による渋滞緩和の効果が確認
されており、今後は更に首都圏の交通流動の最適化が進むことが期待される。
　首都圏では、３環状道路の整備率が約79％となるなど、道路ネットワーク整備が着実に進捗
しており、沿線では新たな企業立地に伴う雇用促進、物流ネットワークの形成等の効果が発現
され、首都圏の成長発展・国際競争力の強化が期待される。更に、首都圏は、東京周辺のリン
グ状のエリアに国際観光の資源となり得る多様で多彩な自然や歴史、文化を擁しており、道路
ネットワークを活用した周遊観光の拡大に向けて、東京オリンピック・パラリンピックの開催
といった好機も最大限いかしながら、世界からの視線をこれらのエリアに誘導していく必要が
ある。
　産業分野における生産性向上については、建設産業、介護サービス業、観光産業において急
速に発達しつつあるICT、IoT、ロボット技術などの新技術の活用が欠かせない。
　建設産業では、若手入職者の減少や高齢化の進行等により今後懸念される担い手不足に対応
するため、技能労働者の入職促進とともに、i-Constructionの推進や、作業支援型ロボットの
導入による生産性の向上が重要となる。
　介護サービス業では、今後予測される首都圏の介護人材不足に対応するため、介護人材の育
成確保に取り組むとともに、ロボットやセンサー等新技術の活用による現場の負担軽減や高齢
者の自立支援等の取組が重要となる。
　観光産業については、宿泊業の繁閑などの課題を克服し、国際競争力ある基幹産業への育成・
強化を図る観点から、国内旅行の振興や観光需要の平準化とともに、ICTを活用した業務効率
化等が重要となる。
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　首都圏では、今後懸念される働き手の減少を上回る生産性の向上等により潜在的な成長力を
高めるとともに、新たな需要を掘り起こしていくことが重要である。社会全体の生産性を高め、
人々の成長期待を高めることで企業の設備投資や賃上げ、更には個人消費の拡大が促され、一
時的な需要の喚起にとどまらない、持続的な経済成長につながっていくことが期待される。
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第１節　人口・居住環境・産業機能の状況

１．人口の状況
（１）首都圏の人口推移
　首都圏の総人口は、平成28年10月１日現在で4,396万人となっており、全国の34.6％を占めて
いる。
　人口動態をみると、出生数から死亡数を引いた「自然増減」は、近年増加幅は縮小基調で推
移していたものの一貫して増加していたが、平成23年は初めて減少に転じ、平成28年は4.3万
人減となっている。また、転入者数から転出者数を引いた「社会増減」は平成６、７年に一時
減少に転じたものの、平成８年からは増加基調で推移しており、平成28年は17.4万人増となっ
ている（図表２-１-１）。

　首都圏の人口増加率は、一貫して全国水準を上回って推移している（図表２-１-２）。

第 節1 人口・居住環境・産業機能の状況

第２章　首都圏整備の状況

図表2-1-1 首都圏の人口、自然増減数及び社会増減数の推移

資料：�「国勢調査」、「人口推計」（いずれも総務省）により国土交通省都市局作成
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図表2-1-2 全国・首都圏・東京圏・周辺４県の人口増減率の推移

資料：�「国勢調査」、「人口推計」（いずれも総務省）により国土交通省都市局作成
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２．居住環境の状況
（１）住宅供給状況
①分譲マンションの供給動向
　今後、建築後相当の年数を経た分譲マンション等の急増が見込まれる中で「マンションの建
替えの円滑化等に関する法律」を活用した建替え事業は首都圏で平成28年４月までに70件の実
績となっている。
　東京圏における分譲マンションの供給動向は、平成28年は前年比で減少し、約３万６千戸で
あった（図表２-１-３）。

②高齢者向け住宅の供給状況
　高齢化が急速に進む中で、高齢の単身者や夫婦のみの世帯の居住の安定を確保することが重
要な課題となっている。
　このため、平成23年４月に「高齢者の居住の安定確保に関する法律」を改正し、厚生労働省
との共同により、バリアフリー構造等を有し、介護・医療と連携して高齢者を支援するサービ
スを提供する「サービス付き高齢者向け住宅」の登録制度を創設し、同年10月に施行した。
　平成29年３月末時点において、全国で6,633棟216,680戸、首都圏で1,751棟59,475戸の登録が
なされている。

（２）居住環境の整備
①良好な都市景観の創出
　良好な景観形成への取組を総合的かつ体系的に推進するため、平成16年に制定された「景観
法」（平成16年６月18日法律第110号）においては、景観計画を景観行政団体が策定することと
されている。同法に基づく景観行政団体は、都道府県、政令指定都市、中核市及び都道府県知
事とあらかじめ協議した上で、景観法に基づく景観行政に係る事務を処理する市町村であり、
平成28年３月31日現在、全国に681団体存在し、そのうち523団体が景観計画を策定しており、
首都圏においては、153の景観行政団体のうち141団体が景観計画を策定している。
　国土交通省においては、良好な景観形成に向けた取組を推進しており、平成３年度から実施

図表2-1-3 東京圏における分譲マンション供給戸数の推移

資料：�㈱不動産経済研究所資料により国土交通省都市局作成
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第１節　人口・居住環境・産業機能の状況

されている都市景観大賞（主催「都市景観の日」実行委員会）を支援している。
　平成23年度からは、公共的空間と建物等が一体となって良質で優れた都市景観が形成され、
市民に十分に活用されている地区を対象にした「都市空間部門」及び景観に関する教育等に取
り組んでいる活動を対象にした「景観教育・普及啓発部門」の表彰を実施している。　
　平成28年度都市景観大賞では、首都圏からは、「都市空間部門」の「大賞」に「越谷レイク
タウン地区（埼玉県越谷市）」「新川千本桜沿川地区（東京都江戸川区）」「旧調布富士見町住宅
地区（東京都調布市）」が選ばれている。

３．産業機能の状況
（１）首都圏の経済状況
　日本経済における首都圏の位置付けを見ると、各都道府県のGDPの合計に対する首都圏の
シェアは38.0％を占めており（図表２-１-４）、日本経済において重要な役割を担っている圏域で
ある。
　首都圏の圏域総生産（実質：連鎖方式）における第３次産業のシェアを見ると、全体の
78.5％と大きなウエイトを占めている。中でもサービス業は、圏域総生産の18.7％を占めており、
首都圏経済の重要な産業となっている（図表２-１-５）。

注１：�各都道府県のGDPの合計値は、便宜的に該当項目を積上げて作成しているが、統計の性質上、積上げた合計値と実質値は一致しない。
注２：�連鎖方式とは、実質化の指数算式において前年を基準年とし、それらを毎年積み重ねて接続する方法。
資料：�図表2-1-4、図表2-1-5ともに「県民経済計算」（内閣府）により国土交通省都市局作成

図表2-1-4 各都道府県のGDPの合計に対す
る首都圏のシェアと実額
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（２）首都圏における諸機能の展開
①首都圏の事業・業務環境
（オフィス需給動向）
　東京都区部の賃貸オフィスビルの空室率を見ると、大規模ビルの大量供給による平成15年の
6.9％をピークに平成19年まで減少傾向にあった。平成20年以降、景気後退の影響により新規
需要面積がマイナスとなったことから上昇に転じたが、近年は企業の業績回復等に伴い減少傾
向にある（図表２-１-６）。

②首都圏における各産業の動向
（製造業の動向）
　首都圏における製造業の動向について見ると、平成26年の事業所数は前年比で3.0％減となっ
ており、首都圏内の全ての都県で減少している。
　従業者数は0.1％減となっており、栃木県、東京都、神奈川県で減少したものの他の県では
増加している。また、製造品出荷額等は4.7％増となっており、首都圏の全ての都県で増加し
ている（図表２-１-７）。

図表2-1-6 賃貸オフィスビルの空室率（東京都区部）

資料：�シービー・リチャードエリス総合研究所（株）資料により国土交通省都市局作成
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図表2-1-7 首都圏の製造業の事業所数等（平成26年）

注　：�従業者４人以上の事業所。
資料：�「工業統計調査」（経済産業省）により国土交通省都市局作成。

事業所数 従業者数 製造品出荷額等

実数（件） 前年比（%） 実数（人） 前年比（%） 金額（百万円） 前年比（%）

全国 202,410 -2.7 7,403,269 0.0 305,139,989 4.5

首都圏合計 53,772 -3.0 1,918,078 -0.1 82,344,455 4.7

茨城県 5,485 -1.5 259,595 2.3 11,408,497 4.7

栃木県 4,354 -1.9 190,191 -1.0 8,293,780 1.4

群馬県 5,064 -2.7 199,877 2.4 8,363,510 8.3

埼玉県 11,614 -2.1 379,238 1.0 12,390,803 5.1

千葉県 5,101 -2.3 200,718 0.6 13,874,330 6.7

東京都 12,156 -4.9 269,815 -3.6 8,159,351 3.9

神奈川県 8,140 -3.5 349,732 -1.6 17,721,051 2.9

山梨県 1,858 -4.5 68,912 0.6 2,133,133 7.5
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第２節　確固たる安全、安心の実現に向けた基礎的防災力の強化

１．巨大災害対策
（１）震災対策
①首都直下地震対策特別措置法の制定及びこれに基づく取組
　平成25年11月に、首都直下地震が発生した場合において首都中枢機能の維持を図るとともに、
首都直下地震による災害から国民の生命、身体及び財産を保護することを目的として、首都直
下地震対策特別措置法（平成25年法律第88号）が制定され、同年12月に施行された。
　同法に基づき、平成26年３月、震度６弱以上の地域や津波高3m以上で海岸堤防が低い地域
等を「首都直下地震緊急対策区域」として指定した上で、「首都直下地震緊急対策推進基本計画」
及び「政府業務継続計画（首都直下地震対策）」を閣議決定した。
　首都直下地震緊急対策推進基本計画においては、首都直下地震対策の基本的な方針として、
・�首都中枢機関の業務継続体制の構築とそれを支えるライフライン及びインフラの維持
・�膨大な人的・物的被害へ対応するため、あらゆる対策の大前提としての耐震化と火災対策、
深刻な道路交通麻痺対策、膨大な数の避難者・帰宅困難者対策等
・�社会のあらゆる構成員が連携した「自助」「共助」「公助」による社会全体での首都直下地震
対策の推進
・�2020年オリンピック・パラリンピック東京大会に向けた対応
等を示している。
　また、首都直下地震緊急対策推進基本計画には、平成27年３月の閣議決定により、期限を定
めた定量的な減災目標を設定するとともに、当該目標を達成するための施策について具体目標
等が盛り込まれた。定量的な減災目標として、平成27年度から今後10年間で、想定される最大
の死者数を約２万３千人から概ね半減、想定される最大の建築全壊・焼失棟数を約61万棟から
概ね半減させることを掲げている。
　さらに、平成28年３月、首都直下地震緊急対策推進基本計画に基づき、首都直下地震の発生
時に各防災関係機関が行う応急対策活動の具体的な内容を定めた「首都直下地震における具体
的な応急対策活動に関する計画」（以下、「具体計画」）が中央防災会議幹事会において決定さ
れた。具体計画では、切迫性の高いマグニチュード７クラスの首都直下地震を想定しており、
人命救助に重要な72時間を意識しつつ、緊急輸送ルート、救助、医療、物資、燃料の各分野で
のタイムラインと目標行動の設定等が示された。
　政府業務継続計画（首都直下地震対策）においては、首都直下地震発生時に、首都中枢機能
の維持を図り、国民生活及び国民経済に及ぼす影響を最小化するため、発災時においても政府
として維持すべき必須機能（「内閣機能」「被災地域への対応」等）を定め、これに該当する中
央省庁の非常時優先業務を円滑に実施することができるよう、一週間外部から庁舎への補給な
しで、職員が交代で非常時優先業務を実施できる体制を目指し、執行体制、執務環境等を確保

第 節2 確固たる安全、安心の実現に向けた
基礎的防災力の強化
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することとしている。本計画に基づき、中央省庁は、省庁業務継続計画について見直しを行い、
内閣府においては、省庁業務継続計画について有識者等による評価を行ったほか、「中央省庁
の業務継続ガイドライン」の改定を行った。このような取組を通じて、首都直下地震発生時に
おいても政府として業務を円滑に継続することのできるよう、業務継続体制を構築していくこ
ととしている。
　このほか、首都中枢機能の維持及び滞在者等の安全確保を図るべき地区を「首都中枢機能維
持基盤整備等地区」（平成28年３月現在で千代田区、中央区、港区及び新宿区）として指定し、
必要な基盤整備等を図ることとしている。

②南海トラフ巨大地震・首都直下地震対策本部における取組状況
　首都直下地震が発生した場合、首都圏の広域において震度６から震度７の強い揺れが発生す
ることが想定されており、首都圏は、他の地域と比べ人口や建築物、経済活動が極めて高度に
集積していることから、人的・物的被害や経済被害が甚大なものになると予想される。さらに、
首都圏には政治・行政・経済の首都中枢機能も集積しているため、国全体の経済活動等への影
響や海外への波及も懸念されている。
　これらの国家的な危機に備えるべく、多くの社会資本の整備・管理や交通政策、海上におけ
る人命・財産の保護等を所管し、また全国に多数の地方支分部局を持つ国土交通省では、平成
25年に「国土交通省南海トラフ巨大地震・首都直下地震対策本部」及び「対策計画策定ワーキ
ンググループ」を設置し、省の総力をあげて取り組むべきリアリティのある対策を「国土交通
省南海トラフ巨大地震対策計画」及び「国土交通省首都直下地震対策計画」として、平成26年
４月１日に策定した。南海トラフ巨大地震については、本対策計画の策定とあわせて、地方ブ

図表2-2-1 南海トラフ巨大地震におけるTEC-FORCE活動計画の概要

資料：�国土交通省

■TEC―FORCEの動員計画 ■広域派遣のタイムラインのイメージ

排水ポンプ車TEC―FORCE

①中部の被害想定が最大のケース ②四国の被害想定が最大のケース

九州九州

近畿近畿
四国四国

中部中部

九州九州

近畿近畿

四国四国

中部中部

１
割
１
割

（※津波浸水深２m以上の浸水面積、全壊棟数）

２
割
２
割４

割
４
割

３
割
３
割

■広域進出拠点
派遣先
（受援） 広域進出拠点 所在地

中部地整
足柄SA（下り）
恵那峡SA（下り）
川島PA（上り）

静岡県駿東郡小山町
岐阜県恵那市
岐阜県各務原市

近畿地整 草津PA（下り） 滋賀県草津市

四国地整 豊浜SA（下り）
石鎚山SA（上り）

香川県観音寺市
愛媛県西条市

九州地整 美東SA（下り） 山口県美祢市

１
割
１
割

３
割
３
割

２
割
２
割

４
割
４
割

○南海トラフ巨大地震による甚大な被害に対し、発生直後から円滑かつ迅速に災害応急対策活動（緊急輸送
ルートの確保や緊急排水活動など）を行うことを目的として、あらかじめ活動計画を策定。
○活動計画は、動員計画、広域派遣のタイムライン、広域進出拠点等を規定。
※「南海トラフ地震防災対策推進基本計画（H26.３中央防災会議）」及び「南海トラフ巨大地震対策計画（H26.４国土交通省）」
に基づき策定。

◆被害想定※に応じた、TEC―FORCE及び災害対策用機械の動
員規模

・TEC―FORCE　
・災害対策用ヘリコプター
・災害対策用機械
・災害対策用船舶

約7.7千人
８機

約565台
43隻

２日目：受援・応援地整等のTEC―FORCEが一体での活動を
開始

３日目：最大勢力のTEC―FORCE・災害対策用機械等が活動

１日目：発災後、直ちに派遣準備を開始するとともに、本省
災害対策本部長の指示に従い、広域進出拠点等に向
けて出動
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第２節　確固たる安全、安心の実現に向けた基礎的防災力の強化

ロックごとに、より具体的かつ実践的な「地域対策計画」を策定した。
　平成28年８月には、「南海トラフ巨大地震・首都直下地震対策本部」において、「水防災意識
社会」の考え方を地震や土砂災害など他の災害にも拡大する「防災意識社会への転換」、特に、
「国土交通省首都直下地震対策計画」を踏まえた具体的なアクションプランを示した「東京オ
リンピック・パラリンピック競技大会開催に向けた首都直下地震対策ロードマップ」を策定す
ることや、両対策計画のこれまでの実施状況をフォローアップしたうえで重点対策を決定した。
　平成29年度の重点対策の具体事例としては、①大規模地震に備えた道路啓開計画の深化、②
首都直下地震に備え、住宅・建築物の耐震化を積極的に推進、③船舶の大量輸送特性を活かし
た広域的な災害廃棄物処理体制のための官民を含めた連携体制構築を推進することなどを決定
した。
　また、発災後速やかにTEC-FORCE等を派遣するため、「南海トラフ巨大地震におけるTEC-
FORCE活動計画」を決定した（図表２-２-１）。

２．治山治水等
（１）治水事業
（首都圏の水害被害）
　首都圏は、人口や資産が高密度に集中しているため、洪水氾濫に対する潜在的な危険性が極
めて高い。これまでに治水施設の整備を進めてきたことにより、近年は、水害区域面積、一般
資産被害額は減少傾向にあるが、水害密度1）に関しては、過去五箇年平均（平成21年～平成25年）
においては、全国と比較して約６倍と高い。
　鬼怒川では平成27年９月関東・東北豪雨により、１箇所の堤防決壊、７箇所の溢水などによ
り多くの家屋浸水被害等が発生するとともに、避難の遅れによる多数の孤立者が発生した。こ
のため、鬼怒川下流域（茨城県区間）において、国、茨城県、常総市など７市町が主体となり、
再度災害防止を目的とした、決壊した堤防の本格的な復旧、高さや幅が足りない堤防の整備（嵩
上げや拡幅）、洪水時の水位を下げるための河道掘削などのハード対策と、タイムラインの整
備とこれに基づく訓練の実施、地域住民等も参加する危険箇所の共同点検の実施、広域避難に
関する仕組みづくりなどのソフト対策が一体となった治水対策を鬼怒川緊急対策プロジェクト
として取り組んでいる。

1）�水害密度：宅地等が水害により被った単位浸水面積当たりの一般資産被害額。
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１．社会資本の整備
（１）陸上輸送に関する状況　
①高規格幹線道路の整備等
　高速道路ネットワークが繋がっておらず、観光振興や医療などの地域サービスへのアクセス
もままならない地域や災害に脆弱な地域等において、国土のミッシングリンクの早期解消に取
り組むとともに、定時性などネットワークの質を高めるため、大都市周辺におけるボトルネッ
ク箇所への集中的対策や通過交通の排除による都市中心部の慢性的な渋滞の解消に資する首都
圏３環状の整備を推進している。また、環状道路の整備等による道路ネットワークの強化によ
り、拠点的な空港・港湾・鉄道駅へのアクセスの向上を図っている。
　具体的には、首都圏中央連絡自動車道（圏央道）は、平成29年２月には境古河ICからつく
ば中央IC間28.5kmが開通するなど、約９割が開通済である。未開通区間についても全区間で
事業に着手済である。
　東京外かく環状道路（外環）は、大泉JCTから三郷南ICまでの区間約34kmが開通済である。
未開通区間のうち、三郷南ICから高谷JCTまでの区間は、平成29年度の開通を目指し、事業が
実施され、関越から東名までの区間も事業に着手している。
　また、東関東自動車道水戸線の潮来IC以北の茨城県区間は、茨城町JCTから茨城空港北IC間
約９kmが開通済である。未開通区間についても、事業を推進している（図表２-３-１）。

②都市高速道路の整備
　平成29年３月に横浜北線（横羽線～第三京浜）が開通した。これにより、新横浜から横浜港
や羽田空港までのアクセスが向上し、さらに、横浜市内の高速道路ネットワークが強化され、
物流の効率化や災害時の信頼性向上、観光振興などのストック効果が期待される（図表２-３-２）。
　また、横浜環状北西線、晴海線、新大宮上尾道路（与野～上尾南）については、開通に向け
て整備を推進している。

第 節3 面的な対流を創出する
社会システムの質の向上
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図表2-3-1 高規格幹線道路の整備状況

資料：�国土交通省道路局

大都市圏幹線道路図
　関東圏高規格幹線道路図
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図表2-3-2 都市高速道路（首都高速道路）の整備状況

資料：�国土交通省道路局
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注１　※１については、平成29年度より有料道路事業として
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注２　IC、JCT名称には仮称を含む
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第３節　面的な対流を創出する社会システムの質の向上

２．女性・高齢者等の社会参加を可能にする環境づくり
（１）女性の活躍の促進
　首都圏においては、高度な技術、経験を有し、就業の意欲を持ちながら育児・介護等のため
就業継続を断念せざるを得ない女性が多数存在しており、そのような女性の社会進出の支援策
の一つとして保育所等施設の整備が重要である。保育所等施設数及びその定員数の推移を見る
と、平成28年４月時点で、全国の施設数は30,859か所、定員数は2,634,510人となっており、首
都圏の施設数は9,669か所、定員数は757,532人となっている（施設数、定員数ともに概数）（図
表２-３-３）。
　保育所施設等に入ることができない待機児童数は、平成28年は全国で23,553人となり、前年
比で386人の増加、首都圏では11,991人と前年比で186人の増加となった（図表２-３-４）。

図表2-3-3 保育所等施設数及び定員数
（各年４月１日現在）
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図表2-3-4
全国及び首都圏の待機児童数、
首都圏の全国シェアの推移（各
年４月１日現在）

注　：�保育所等施設数及び定員数は、H23からH27までは確定数、
H28は概数である。

資料：�図表2-3-16、図表2-3-17ともに「保育所等関連状況取りまとめ」
（厚生労働省）により国土交通省都市局作成
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１．国際的な港湾・空港機能の強化等
（１）海上輸送に関する状況
①国際コンテナ戦略港湾
　我が国経済の国際競争力を強化し、国民の雇用を維持・創出するためには、我が国と北米・
欧州等を結ぶ国際基幹航路を安定的に維持・拡大していくことが必要である。
　このため、平成22年８月に、阪神港及び京浜港を国際コンテナ戦略港湾として選定し、ハー
ド・ソフト一体となった総合的な施策を実施してきた。しかし、この間にも、更なる船舶の大
型化や船社間の連携の進展など、我が国港湾を取り巻く情勢はめまぐるしく変化してきた。こ
のため、戦略港湾への広域からの貨物集約等による「集貨」、戦略港湾背後への産業集積によ
る「創貨」、大水深コンテナターミナルの機能強化等による「競争力強化」の３本柱からなる
国際コンテナ戦略港湾政策を、国・港湾管理者・民間の協働体制で取り組んでいる。
　京浜港においては、平成28年３月に横浜港と川崎港で先行して設立された横浜川崎国際港湾
株式会社を港湾運営会社として指定し、同社に対して国も出資したことにより、国・港湾管理者・
民間の協働体制が構築された。平成28年度は、港湾運営会社が実施する集貨事業に係る経費の
一部を国が支援する「国際戦略港湾競争力強化対策事業」を活用して同社が集貨事業を本格的
に開始した結果、平成29年４月に北米航路の新規寄港が実現するなど成果が現れ始めている。
　他方、平成28年８月の韓進海運の経営破綻、同年10月の邦船三社の定期コンテナ船事業統合
の発表など、海運情勢は厳しさを増しており、こうした中、これまでの取り組みを強化するた
め、今後はアジアからの広域集貨にも取り組み、国際基幹航路の維持・拡大を更に強力に進め
ていく。

②京浜港の整備
　京浜港においては、平成19年度より東京港中央防波堤外側地区及び横浜港南本牧ふ頭地区等
において、コンテナ船の大型化に対応した大水深コンテナターミナル（水深16m以上）の整備
を行っている。
　また、京浜港全体の広域交通ネットワークを形成するため、平成21年度より大水深コンテナ
船用岸壁が集結する南本牧地区と高速道路ネットワーク及びふ頭間を連結する臨港道路の整備
を進めており、平成29年３月には、南本牧ふ頭から首都高速湾岸線に接続する「南本牧はま道
路」が開通した（図表２-４-１）。

第 節4 国際競争力の強化
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第４節　国際競争力の強化

２．洗練された首都圏の構築
（１）広域的な観光振興に関する状況
（観光立国の推進）
　観光立国の推進については、訪日外国人旅行者数の拡大に向けた訪日プロモーション等、実
効性の高い観光政策を強力に展開していくこととしているが、日本政府観光局（JNTO）によ
ると、クルーズ船の寄港数増加、航空路線の拡充、これまでの継続的な訪日プロモーションに
よる訪日旅行需要の拡大、さらにビザの緩和、外国人旅行者向け消費税免税制度の拡充等によ
り、平成28年の訪日外国人旅行者数は、対前年比21.8％増の2,403万９千人で、過去最高を更新
した。
　なお、宿泊旅行統計調査によると、首都圏における平成28年の外国人延べ宿泊者数は、全国
約7,088万人泊のうち約2,599万人泊となっており、そのほとんどが東京圏で約2,395万人泊と
なっている。

３．都市再生施策の進捗状況
（１）都市再生緊急整備地域の指定等
　「都市再生特別措置法」（平成14年法律第22号）に基づき、都市の再生に関する施策の重点的
かつ計画的な推進を図るための基本的な方針（都市再生基本方針）が平成14年７月に閣議決定
され、平成14年度以降、順次都市再生緊急整備地域の指定が行われ、首都圏においては、24地
域が指定されている。
　都市再生緊急整備地域内においては、国土交通大臣により事業計画が認定された優良な民間
都市再生事業については、（一財）民間都市開発推進機構による金融支援や税制上の特例等の
措置を受けることができることとされているほか、既存の用途地域などに基づく用途、容積率
等の規制を適用除外とした上で自由度の高い計画を定めることができる都市再生特別地区など
の都市計画の特例がある。
　また、平成23年10月には、官民の連携を通じて、都市の国際競争力の強化と魅力の向上を図
るため、特定都市再生緊急整備地域制度の創設、当該地域における整備計画の作成、民間都市

図表2-4-1 南本牧はま道路

資料：�国土交通省関東地方整備局
　　　京浜港湾事務所

横浜港横浜港

川崎港川崎港大黒ふ頭大黒ふ頭

山下ふ頭山下ふ頭 本牧ふ頭本牧ふ頭

南本牧ふ頭南本牧ふ頭

南本牧はま道路
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開発プロジェクトに対する新たな金融支援、道路占用許可の特例の創設等を内容とする「都市
再生特別措置法の一部を改正する法律」が全面施行した。本法に基づき、首都圏における特定
都市再生緊急整備地域は平成28年度末までに７地域が指定されている。

（２）国家戦略特区の取組
　平成25年12月に成立した「国家戦略特別区域法」に基づき、政府は、東京圏国家戦略特別区
域として、平成26年５月に東京都千代田区、中央区、港区、新宿区、文京区、江東区、品川区、
大田区及び渋谷区、神奈川県並びに千葉県成田市を指定し、平成27年８月には東京都に係る特
区の区域を東京都全域に拡大し、さらに、平成28年１月には千葉県千葉市を追加した。
　平成26年10月に、国・地方公共団体・民間により構成する東京圏国家戦略特別区域会議を立
ち上げ、その後15回にわたって区域計画の作成・変更について内閣総理大臣の認定を受け、規
制の特例措置を活用した事業を推進している。
　具体的には、都市計画法や都市再生特別措置法の特例を活用し、日比谷地区等において20件
の都市開発事業を推進しているほか、道路法の特例を活用した８件のエリアマネジメント事業、
都市公園法の特例を活用した９件の都市公園内における保育所等設置、法人設立に関する申請
等のための窓口を集約し、外国人を含めた開業を促進する「東京開業ワンストップセンター」
の開設、内閣府及び東京都による「東京特区推進共同事務局」の設置等の取組を実施している。
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第５節　環境との共生

１．首都圏の自然環境の状況
（１）緑地の保全・創出
①都市公園の整備及び緑地保全の状況
　都市公園の整備や都市緑地法（昭和48年法
律第72号）に基づく特別緑地保全地区等の指
定、生産緑地法（昭和49年法律第68号）に基
づく生産緑地地区の指定等により、都市にお
ける緑地の保全や緑化の推進に総合的に取り
組んでいる。
　平成27年度末の首都圏の都市公園の整備量
は、平成26年度末と比較し、面積は約
28,168haから約28,552haと約384ha（約１％）
増加、箇所数は32,948箇所から33,258箇所と
310箇所増加している。また、首都圏一人当
たり都市公園面積は、約6.6㎡/人となってい
る（図表２-５-１）。
　しかし、欧米諸国の主要都市と比べると首都圏における都市公園等の整備水準は依然として
低く、平成28年度は、引き続き防災や地域の活性化等の社会的要請に応えるため、都市公園の
整備の推進を図ってきたところである。

（２）水環境・水循環の保全・回復
①首都圏の指定湖沼
　平成27年度の首都圏の水質状況については、河川におけるBOD1）の環境基準達成率2）が首都
圏全体で約91.0％となっており、全国の95.8％と比較して低い状況である3）。また、湖沼におい
てはCOD4）の環境基準達成率が、首都圏全体で約63％3）と依然低い状況にある。指定湖沼5）につ
いては、手賀沼（千葉県）で平成７年度から水質の改善がみられるものの、霞ヶ浦（茨城県）

第 節5 環境との共生

1）�BOD（生物化学的酸素要求量）：水中の有機物を分解するために水中の微生物が消費した溶存酸素量。河川の水質
汚濁指標の１つ。数値が低い程、水質が良好であることを示す。

2）�環境基準達成率：各水域に指定されている環境の基準が達成されている水域の割合。
3）�「平成26年度公共用水域水質測定結果」（環境省）により、国土交通省都市局算出。
4）�COD（化学的酸素要求量）：水中の有機物を酸化剤によって酸化する際に消費された酸化剤の量を酸素に換算した
値。湖沼及び海域の水質汚濁指標の１つ。数値が低い程、水質が良好であることを示す。

5）�指定湖沼：「湖沼水質保全特別措置法」（昭和59年法律第61号）に基づき、環境基準が達成されていない又は達成さ
れないこととなるおそれが高い湖沼であって、水質保全施策を総合的に講ずる必要がある湖沼について指定。

図表2-5-1 首都圏の一人当たり都市公園面積

資料：�「都市公園データベース」（国土交通省）により国土交通省都
市局作成
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や印旛沼（千葉県）を含め、いまだに全ての
測定地点で環境基準を達成していない状況で
あり、近年ではCOD値はほぼ横ばいとなっ
ている。（図表２-５-２）。
　国及び地方公共団体は、引き続き河川環境
の整備や下水道の整備等による水質改善対策
を実施し、河川や湖沼等の水質改善を推進し
ている。

２．環境負荷の低減
（１）交通分野における取組
（次世代車の普及拡大）
　我が国の二酸化炭素総排出量のうち約２割
が運輸部門からであり、そのうち約９割が自
動車から排出されている。環境負荷の少ない
自動車社会の構築に向け次世代車の普及拡大
が進められている。
　首都圏の次世代車保有台数は増加を続けて
いる（ここでは、電気自動車、圧縮天然ガス
自動車、ハイブリッド自動車をいう。）（図表
２-５-３）。

図表2-5-２ 首都圏における指定湖沼の水質
状況（COD年間平均値）

資料：�「平成27年度公共用水域水質測定結果」（環境省）により国土
交通省都市局作成
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割合

注　：�次世代車＝電気自動車、CNG（圧縮天然ガス）自動車、ハイ
ブリッド自動車

資料：�「自動車保有車両数」（（一財）自動車検査登録情報協会）によ
り国土交通省都市局作成
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第６節　首都圏整備の推進

１．首都圏整備制度
（１）首都圏整備計画
　首都圏整備計画は、首都圏整備法に基づいて策定される計画であり、我が国の政治、経済、
文化等の中心としてふさわしい首都圏（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県、茨城県、栃木県、
群馬県及び山梨県）の建設とその秩序ある発展を図ることを目的としたものである。
　首都圏整備計画は、「基本編」及び「整備編」により構成されており、基本編は、長期的か
つ総合的な視点から、今後の首都圏整備に対する基本方針、目指すべき首都圏の将来像及びそ
の実現に向けて取り組むべき方向を明らかにしたものであり、整備編は、首都圏の区域のうち、
既成市街地、近郊整備地帯及び都市開発区域において、主要の広域的整備の観点を含め、道路、
鉄道等各種施設の整備に関し、その根幹となるべきものを定めたものである。
　平成28年３月、第二次国土形成計画（全国計画）及び首都圏広域地方計画の内容を踏まえ、
首都圏整備計画が改定された。本計画では、首都圏の将来像を「確固たる安全・安心を土台に、
面的な対流を創出し、世界に貢献する課題解決力、先端分野・文化による創造の場としての発
展を図り、同時に豊かな自然環境にも適合し、上質・高効率・繊細さを備え、そこに息づく人々
が親切な、世界からのあこがれに足る『洗練された首都圏』の構築を目指す」としており、さ
らに将来像の実現のため「防災・減災と一体化した成長・発展戦略と基礎的防災力の強化」、「スー
パー・メガリージョンを前提とした国際競争力の強化」、「都市と農山漁村の対流も視野に入れ
た異次元の超高齢社会への対応」等、10の施策の方向性が定められた。

２．国土形成計画
（全国計画の推進）
　国土形成計画は、従来の開発基調の計画から成熟社会型への計画へと転換を図るとともに、
総合的な国土の形成に関する施策の指針となる「全国計画」と、複数の都府県にまたがる広域
地方計画区域における国土形成のための計画である「広域地方計画」から構成される二層の計
画体系となっている。
　国土交通省では、急激な人口減少・少子化や巨大災害の切迫等、国土を取り巻く厳しい状況
変化に対応するため、国民と危機感を共有し、中長期（おおむね2050年）を見据えた国土・地
域づくりの理念を示す「国土のグランドデザイン2050」を、平成26年７月に発表した。これも
踏まえ、平成27年８月に、今後おおむね10年間を計画期間とする国土形成計画（全国計画）の
変更について閣議決定を行った。
　第二次国土形成計画（全国計画）では、地域の多様な個性に磨きをかけ、地域間のヒト、モ
ノ、カネ、情報の活発な動き（対流）を生み出す「対流促進型国土」の形成を国土の基本構想
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とした。そして、対流を生み出すための国土構造、地域構造として、生活サービス機能をはじ
めとした各種機能を一定の地域にコンパクトに集約し、各地域をネットワークで結ぶ「コンパ
クト＋ネットワーク」を提示した。
　計画の進捗状況を管理するとともに、有効な推進方策を検討するため、平成28年２月に国土
審議会に計画推進部会を設置し、対流促進型国土の形成に向けた検討に着手した。

（首都圏広域地方計画の推進）
　首都圏においては、平成27年８月に閣議決定された国土形成計画（全国計画）を踏まえ、茨
城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県、福島県、新潟県、長野
県、静岡県、政令市（さいたま市、千葉市、横浜市、川崎市、相模原市）、国の出先機関、経
済団体等を構成メンバーとする首都圏広域地方計画協議会における協議を経て、平成28年３月
に首都圏広域地方計画を国土交通大臣決定した。
　本計画では、首都圏の将来像を「確固たる安全・安心を土台に、面的な対流を創出し、世界
に貢献する課題解決力、先端分野・文化による創造の場としての発展を図り、同時に豊かな自
然環境にも適合し、上質・高効率・繊細さを備え、そこに息づく人々が親切な、世界からのあ
こがれに足る『洗練された首都圏』の構築を目指す。」としており、首都圏の三大課題である
①巨大災害の切迫への対応、②国際競争力の強化、③異次元の高齢化に対応する必要があるこ
と、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会もターゲットに置き、より洗練された
首都圏の構築をめざす必要があること、そして東京一極集中から対流型首都圏への転換など日
本の中で首都圏が果たす役割が示された。これら首都圏の政策の基本的考え方に基づき、広域
的な連携・協力を図りつつ、今後概ね10年にわたって重点的に実施する具体的取組を38の戦略
プロジェクトとして位置付けた。

３．筑波研究学園都市の整備
　筑波研究学園都市は、我が国における高水準の試験研究・教育の拠点形成と首都圏既成市街
地への人口の過度集中緩和を目的として、整備が進められている。
　また、科学技術の集積効果を最大限に活用し、イノベーションを絶え間無く創出する産学官
の連携拠点を形成し、そこから生まれる新事業・新産業で国際標準を獲得、あるいは国際的モ
デルの提示により、我が国の経済の成長を牽引し、世界的な課題の解決に貢献していくことを
目的として、平成23年12月に「つくば国際戦略総合特区」として指定を受けた。

４．国の行政機関等の移転
（政府関係機関の地方移転について）
　平成26年に制定された「まち・ひと・しごと創生総合戦略」においては、政府関係機関（独
立行政法人等の関連機関を含む）の中で地方が目指す発展に資する機関について、地方公共団
体から移転要望があること等を踏まえ、創生に資すると考えられる政府関係機関について、ま
ち・ひと・しごと創生本部においてその必要性や効果につき検証した上で移転すべき機関を決
定し、その具体化を図ることとした。平成28年３月に、道府県等からの提案を踏まえ検討を行
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い、研究機関・研修機関等及び中央省庁の地方移転についての方針を取りまとめた「政府関係
機関移転基本方針」がまち・ひと・しごと創生本部において決定された。その中で、研究機関・
研修機関等においては、31府県50機関について移転の内容が示された。また、中央省庁におい
ては、文化庁について、現在と同等以上の機能が発揮できることを前提とした上で、機能強化
を図りつつ、数年の内に京都に移転することが示される等、提案のあった機関についての具体
的な対応方向が示された。平成28年度は、移転基本方針を踏まえた検討・取組がなされた。
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